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次に、人口性比・女性人口の非学生割合・多子世帯割合と、上述の 6つの主成分を説明変数、婚姻・出
生力要因を目的変数として重回帰分析を実施した（図表 2-1-36）。出生力要因については、年代別の有配
偶出生率を目的変数としたモデルの当てはまりが極めて悪く、代替として合計特殊出生率（2013～2017
年、ベイズ推定値）を用いた。 

【図表 2-1-36 市町村別データを用いた重回帰分析の結果】 

 
まず有配偶率についてみると、20-24歳、25-29歳、30-34歳の 3つの年代で「同年代の人口性比」が
正の係数で有意となった。国内における関東地方への人口集中と同様、道内においても札幌圏への人口
集中が続いており、特に都市部には未婚の若年女性が多く移住しており、これによる人口性比の偏りと、
有配偶率の低下が連関していると考えられる。多子世帯割合は 30-34歳、35-39歳に対して正の係数で有
意となった。第 1子の平均出生年齢が 31.8歳（2021, 北海道）であることを踏まえると、それ以降の年
代で有配偶率と多子世帯割合に関連がみられることは整合的である。 
各主成分が有配偶率に与える影響をみると、第 1 主成分「都市機能の充実」は 25-29 歳、30-34 歳、

35-39歳に対して負の係数で有意となった。係数の絶対値は 35-39歳で最も高く、特に札幌市における有
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配偶率の低さが顕著に現れている。第 2 主成分「拠点性」は、35-39 歳に対して正の係数で有意となっ
た。稚内市・名寄市・根室市など地方部の拠点都市は比較的有配偶率が高い傾向にあり、それを表象して
いると考えられる。第 3主成分「児童福祉」はいずれの年代に対しても有意な結果が得られなかった。第
4主成分「所得」は、いずれの年代にも正の係数で有意となった。一定の人口を持つ地域の中では、帯広
市や中標津町などで第 4主成分の因子得点が高く、これらの地域は有配偶率も全道平均を上回っている。
第 6主成分「通勤流動」は、30-34歳のみ正の係数で有意となった。 
次に、合計特殊出生率についてみると、人口性比では 25-29 歳のみが正の係数で有意となった。各主
成分に対し、説明変数の影響の大きさを示す標準化係数の絶対値を比較すると、合計特殊出生率に最も
大きな影響を与えているのは第 4 主成分「所得」であった。合計特殊出生率の大小には様々な要因があ
るものの、道内の市町村においては、所得が最重要課題であると考えられる。 

 
 20-34歳まで、同年代の人口性比（男性が多いほど高い）が有配偶率を押し上げている。 
 「所得」は、婚姻・出生力要因いずれにもプラスの影響を及ぼしている。 
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2-1-6 圏域別の自然増減の分析 
北海道における自然増減の状況をみると、2022年は道内 179市町村全てで自然減となっている（図表

2-1-37）。圏域別の推移をみると、道南圏域の自然減が他地域に比べて大きくなっており、その中核都市
である函館市についても同様の傾向がみられる。 

【図表 2-1-37 圏域別の自然増減率の推移】 
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圏域別に独自に合計特殊出生率（TFR）を算出したものが図表 2-1-38である。人口の少ない地域にお
ける統計上の誤差を小さくするため、それぞれ 5 年分の出生数を用いて計算を行っている。2013-17 年
と 2018-22 年を比較すると、いずれの圏域でも TFR が低下した。婚姻・出生力への要素分解を行うと、
全道では有配偶率の低下よりも有配偶出生率の低下による影響が大きく、その傾向は苫小牧市、旭川市、
帯広市といった地方中核都市において顕著である。 
自然減少の著しい函館市は、TFR も 1.18 と全国的に見ても低水準にある。高齢化率（65 歳以上人口
比率）も 36.64％と全道平均の 32.51％を上回っており、少子化・高齢化のいずれも深刻な状況下にある
ことがわかる。  

【図表 2-1-38 圏域別の合計特殊出生率】 
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各圏域・主要都市（標準誤差率 4が 10％未満の地域のみ抜粋）の TFRの全道平均との差について要
素分解したのが図表 2-1-39である。札幌市以外の市町村については出生順位別の詳細な出生数が得ら
れないため、有配偶出生率による寄与は「出生力要因」として 1つにまとめている。 
有配偶率の寄与度である婚姻要因は、札幌市で▲0.11、小樽市で▲0.15と大幅なマイナス寄与を示

す。一方、遠軽町で＋0.34、中標津町で＋0.40と、郡部では TFRの押し上げ要因として作用してい
る。 
出生力要因では、倶知安町で＋0.16、富良野市で＋0.13と大幅なプラス寄与を示す。特に倶知安町は
大規模なリゾート開発の影響で転入率や所得が比較的高く、これが TFRの高さ（全国平均を上回る
1.60）に寄与している可能性が考えられる。 

【図表 2-1-39 各圏域・主要都市の合計特殊出生率 全道との差を要素分解】  

 
4 推計値の信頼性を表す指標。TFRの推計には、15-49歳女性の年代ごとの出生率を用いるが、人口の少ない地域では、
毎年の出生率の変動が大きく、偶然による極端な推計値が現れやすい。そこで標準誤差を算出することによって、推計値
の信頼性を評価している。統計学的には、推計値±標準誤差×1.96の間に、95％の確率で真の値が存在する。厚生労働
省「人口動態統計」では、この標準誤差が 10%より大きい市町村については TFRの実数値を公表しておらず（別途、ベ
イズ推定値は全市町村分公表している）、本報告書でも独自に推計した TFRの信頼性については、その水準を踏襲した。 
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2-2 社会増減に関する要因分析 
 
2-2-1 北海道の社会増減の現状 
総務省「住民基本台帳人口移動報告」より、北海道における社会増減（転入者数－転出者数、日本人の

み）の推移をみると、1960年以降、1995年の 1年間を除く全ての年で転出超過（社会減）となっている
（図表 2-2-1）。 

【図表 2-2-1 北海道の社会増減数の推移】 

 
2023 年の社会増減は▲5,527 人であったが、これを男女別にみると、男性▲1,594 人に対して女性▲

3,933人と、女性の流出傾向が著しい（図表 2-2-2）。 

【図表 2-2-2 北海道の社会増減数 男女別の推移】 
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全国的な傾向として、女性の社会増減の方が男性に比べて多い傾向にあるが、北海道はその傾向が他
県と比較しても大きく、女性の社会減少数が男性の 2.47倍であるという比率は、全国 47都道府県でも
5番目に大きい（図表 2-2-3）。加えて、女性の社会減少数の実人数では北海道が全国で最多となってい
る。他地域では、首都圏に隣接する福島県・新潟県・静岡県や、三大都市圏いずれへの転出も多い広島
県、福岡県への転出が多い長崎県などで女性の社会減少数が多い。 

【図表 2-2-3 都道府県別 男女別社会増減数（2023 年）】 

 
また、2022年の社会増減の内訳を年代別にみると、15-29歳の合計が▲6,095人となっており、この
年代だけで全体の社会減少数を超える数字となっている（図表 2-2-4）。 

【図表 2-2-4 北海道の年代別の社会増減数（2023 年）】 
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社会増減の要因として、寄与が大きい 15-29歳については大きく①進学に伴う転出入、②就職に伴う
転出入が挙げられる。また、ライフステージが子育て世帯へと進むことで③住宅取得に伴う転出入の影
響も考えられる。以下では、これら 3つの要因について、既存統計を用いた検証を行う。 
なお、自然増減の分析とは異なり、社会増減については、進学や就職といった転出の原因そのものは

明確であることから、関連性の高い公的統計に分析の対象を絞っている。一方、進学や就職に至るまで
の内部要因については、個々人の意思決定に依るところが大きいため、そうした意思決定プロセスの考
察については、次項のアンケート調査により分析を行う。 
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2-2-2 進学による転出入 
総務省「住民基本台帳人口移動報告」によると、大学進学の年代にあたる 15-19歳の社会増減は 2023
年で▲658人となっている。 
一方、文部科学省「学校基本調査」の「出身高校の所在地県別入学者数」より、「道外の高校から道内

の大学への進学者数（進学による転入）」と「道内の高校から道外の大学への進学者数（進学による転出）」
の差をとると、2022年度では▲2,684人（進学転入 4,724人、進学転出 7,408人）と、上記の数値よりも
社会減が大きい。これは、進学で転出しても住民票を移さない学生が一定数いることを反映していると
考えられる。 
大学の所在地別にみると、東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）へ▲2,445人で、ほとんどが
東京圏の大学への流出となっている（図表 2-2-5）。2018～2023年度の推移をみると、東京圏への進学に
伴う社会減の傾向は、年々拡大していることがわかる（図表 2-2-6）。 
なお、北海道から首都圏への転出者向けアンケート（詳細は後述）の結果によれば、進学先として首都
圏の大学を選択した理由（複数回答）としては「やりたい分野や学問など希望する学校だったから」が約
6割、「自分のレベルに合う進学先だったから」が約 4割と続いたことから、自らの希望や自分に合った
選択肢を大学選びに求めていることがわかる。 

【図表 2-2-5 北海道の高校から国内の 4 年制大学への進学 都道府県別社会増減数】 

 

【図表 2-2-6 北海道の高校から国内の 4 年制大学への進学 社会増減数の推移】  
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2-2-3 就職による転出入 
文部科学省「学校基本調査」より高卒就職者の就職先の動向をみると、道内高校の卒業生の都道府県外

就職率は 5.88％と全国で東京都に次いで 2番目に低く（全国平均は 17.83％）、多くの高卒就職者は道内
に留まっていることがわかる。 
一方、上述の進学と同様の方法を用いて、「道外の高校から道内への就職者数（就職による転入）」と

「道内の高校から道外への就職者数（就職による転出）」の差をとると、2023年度では▲216人（就職転
入 167人、就職転出 383人）と、社会減になっている（図表 2-2-7）。 
社会減少の幅は年々小さくなっているものの、これは母数である高卒就職者数が年々減少しているこ

とも大きいと考えられる（図表 2-2-8）。 

【図表 2-2-7 北海道の高校から国内での就職 都道府県別社会増減数】 

 

【図表 2-2-8 北海道の高校から国内での就職 社会増減数の推移】 
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なお、大卒就職者の就職先の都道府県については、学校基本調査で捕捉しておらず、同様の分析方法
を用いることができない。そこで、一般的に大学卒業者が含まれる年代である 20-24歳について、2020
年国勢調査の人口移動集計を参照し、分析を行う。 
国勢調査では現住地に加え、前回調査時に住んでいた地域（5年前の常住地）を問う項目があり、実
質的な転入超過数を試算することが可能である。この統計は、業務統計である住民基本台帳人口移動報
告と異なり不詳データが存在するなどのデメリットはあるものの、住民票を移さずに転居することも多
い学生の移動を捕捉するには適した統計だといえる。 

2020年調査の結果をみると、北海道における 20-24歳の転入超過数は▲4,682人である（図表 2-2-
9）。これは 5年分の移動人口なので、単年に換算すると▲936人となる。男女別では男性が▲1,221人
（年▲244人）、女性が▲3,461人（年▲692人）で、女性の流出が 2.83倍となっている。 
流出先をみると東京圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）へ▲7,566人（年▲1,513人）で、それ
以外の地域からはむしろ転入者の方が多い。 
北海道から首都圏への転出者向けアンケートの結果によれば、首都圏の企業で就職した理由（複数回

答）として「希望する就職先があったから」が約半数で最も多い。また、居住地として首都圏を選んだ
理由（複数回答）では「就職先の選択肢が多いから」が約半数で最も多い。首都圏における選択肢の多
さ（北海道での選択肢の相対的な少なさ）が、進学理由と就職理由に共通する点であり、この年代の深
刻な流出を招いている大きな要因であると考えられる。 

【図表 2-2-9 北海道から各都府県に対する転入超過数（2015→2020 年、20-24 歳）】 

 
  

-432

-1,040

-4,502

-1,592

-5,000

-4,000

-3,000

-2,000

-1,000

0

1,000

青
森
県

岩
手
県

宮
城
県

秋
田
県

山
形
県

福
島
県

茨
城
県

栃
木
県

群
馬
県

埼
玉
県

千
葉
県

東
京
都

神
奈
川
県

新
潟
県

富
山
県

石
川
県

福
井
県

山
梨
県

長
野
県

岐
阜
県

静
岡
県

愛
知
県

三
重
県

滋
賀
県

京
都
府

大
阪
府

兵
庫
県

奈
良
県

和
歌
山
県

鳥
取
県

島
根
県

岡
山
県

広
島
県

山
口
県

徳
島
県

香
川
県

愛
媛
県

高
知
県

福
岡
県

佐
賀
県

長
崎
県

熊
本
県

大
分
県

宮
崎
県

鹿
児
島
県

沖
縄
県

北海道→各都府県に対する転入超過数（2015→2020年、20-24歳）

男性 女性 合計

（人）

総務省「国勢調査」



49 
 

次に総務省・経済産業省「経済センサス活動調査」より、北海道内の民間事業所数の増減をみると、石
狩・上川・十勝・根室の 4管内で 5年前と比較して事業所数が増加している（図表 2-2-10）。石狩・上川・
十勝管内では中心市である札幌市・旭川市・帯広市が、根室管内では中標津町の増加が地域を牽引してい
る。 
一方、総務省「国勢調査」より 20-49歳の従業地による就業者数の増減をみると、14管内全てで 5年
前と比較して就業者数が減少している（図表 2-2-11）。2つの指標の相関関係は 0.30で、わずかに正の相
関がみられる（サンプル数は道内 179市町村、以下同様）。 

【図表 2-2-10 振興局別 北海道の民間事業所数の増減】（左） 

【図表 2-2-11 振興局別 北海道の従業地による就業者数の増減】（右） 
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 総務省「住民基本台帳人口移動報告」より 2015～2020年の 20-49歳の転入超過率の平均をとり（図表
2-2-12）、従業地による就業者数の増減との相関をみると、相関係数は 0.49で、中程度の正の相関がみら
れた（図表 2-2-13）。雇用機会の創出により、人口の流出が一定程度抑えられていることがわかる。 

【図表 2-2-12 振興局別 北海道の転入超過率（2015→2020 年、20-49 歳）】（左） 

【図表 2-2-13 就業者数の増減と転入超過率との関係性】（右） 
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2-2-4 住宅所得に伴う転出入 
子育て世帯に相当する、0-39歳までの年代の社会増減率をみると、石狩管内を除きほとんどの地域・

年代で社会減となっている（図表 2-2-14）。ただし減少率は一様ではなく、中核都市から距離のある檜山・
留萌・宗谷・日高・根室管内では高卒就職・大学進学にあたる 10代での社会減少が大きい一方、比較的
中核都市に近い後志・空知管内では大卒就職にあたる 20代での社会減少が大きい。また、十勝管内では
10～20代での社会減が相対的に緩やかで、30代では社会増となっている。 
国土交通省「住宅着工統計」より新設住宅着工戸数の動向をみると（図表 2-2-15）、人口比での住宅

着工戸数は、30-39歳の社会増減との相関係数が 0.49と中程度の正の相関をもつ（図表 2-2-16。サンプ
ルを 14振興局とすると 0.92で、強い正の相関を示す）。 

【図表 2-2-14 振興局別 各年代別の社会増減率（2014→2019 年）】（左） 

【図表 2-2-15 振興局別 人口 1 万人あたり新設住宅着工戸数】（右） 

 

【図表 2-2-16 新設住宅着工戸数と子育て世代の転入超過率との関係性】  
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2-2-5 圏域別の社会増減の分析 
道内の各圏域間での人口移動（2023年）をみると、札幌市以外の 178市町村から札幌市への転出超過

は 11,753 人となっており、札幌市への一極集中が進んでいることがわかる（図表 2-2-17）。また、道央
圏域だけでみても、札幌市に対して年間 5,006人の転出超過が発生している。 
また、その他の圏域についても、道南圏域各地から函館市に 437 人、道北圏域各地から旭川市に 813
人、オホーツク圏域各地から北見市に 379人、十勝圏域各地から帯広市に 89人、釧路・根室圏域各地か
ら釧路市に 323 人と、いずれも中核都市へ転入する動きがみられている。また、釧路・根室圏域からは
十勝圏域に 224人、オホーツク圏域からは道北圏域に 106人と、より札幌から離れた圏域から、近い圏
域への人口移動も一定数みられている。 

【図表 2-2-17 道内各圏域別の転入超過数（2023 年）】 

 
道外との人口移動をみると、全ての圏域で転出超過となっており、その大半は東京圏（埼玉県、千葉県、

東京都、神奈川県）への転出となっている（図表 2-2-18）。 

【図表 2-2-18 道外に対する転入超過数（2023 年）】 
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道央圏域は「中核都市以外の地域」「中核都市」「東京圏」の 3地域、その他の圏域はそこに「札幌
圏」を加えた 4地域に絞って人口移動を示したのが図表 2-2-19である。数値は純転入数で、転入数か
ら転出数を差し引いてプラスになっている方向に矢印を引いており、線の太さは純転入数の大きさに比
例させている。 
各圏域から札幌市・札幌圏への人口移動と比較すると、札幌市から東京圏への移動数は相対的に少な

く、北海道全体でみると札幌市は道外への人口流出をとどめる機能（いわゆる「人口のダム機能」）を
果たしているといえる。最も本州に近い道南圏域の函館市は、転出超過数が札幌圏へ 886人、東京圏に
446人と他の圏域に比べて東京への流出率が高い。 

【図表 2-2-19 各圏域における圏域内・圏域外の人口移動】 
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年別の推移をみると、道内各圏域間の人口移動は、2014～2023年の間では傾向の変化はみられなかっ
た。毎年道内各地から札幌市へ 1万人以上の転出超過となっている（図表 2-2-20）。 

【図表 2-2-20 道内各圏域別の転入超過数の推移】 

 
一方で、道外との人口移動は、新型コロナ禍のあった 2020年に明らかな変化がみられる（図表 2-2-21, 

22）。三大都市圏への転出超過が激減し、名古屋圏（岐阜県、愛知県、三重県）に対しては 2020～2022
年まで転入超過となっていた。ただし 2023年には再び転出超過となり、コロナ禍以前の人口移動に戻り
つつある。 

【図表 2-2-21 道外に対する転入超過数の推移（圏域別）】（上） 

【図表 2-2-22 道外に対する転入超過数の推移（全国地域別）】（下） 
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社会増減の全体の推移をみると、毎年数千人程度の外国人の流入が存在するためやや傾向は異なる（図
表 2-2-23, 24）。2022年には、コロナ禍での入国制限が緩和・撤廃されたことで、観光地を擁する地域を
はじめ、留学生や技能実習生等の入国で外国人の流入が大幅に増加し、全道でみても社会増となった 5。 

【図表 2-2-23 道内各圏域別の社会増減数の推移】（上） 

【図表 2-2-24 道内各圏域別の社会増減率の推移】（下） 

  

 
5 日本人人口に限った場合の社会増減は、1960年以降 1995年を除き一貫して社会減となっていることは前述の通りであ
る。 
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2-3 若年層の転出に関する意識の把握 
 
2-3-1 調査概要 

2-3-1-1 調査目的 

北海道における社会増減の現状をみると、大学への進学や就職のタイミングである 10～20代の首都圏
への転出が非常に多いことが、社会減少の大きな要因となっている。 
本章では、若年層の転出の背景要因を把握することを目的として、北海道から首都圏へ転出した 18-39
歳の男女に対し、転出の理由や Uターン意向、Uターンに際してのネガティブ要素等を問うアンケート
調査を実施した。 

 

2-3-1-2 調査対象者と調査方法 

Webアンケート会社のモニターから、17歳以降に 1年以上北海道に住んでいた経験があり、現在は首
都圏（埼玉県・千葉県・東京都・神奈川県）に在住している 500サンプルを抽出し、Webアンケート調
査を実施した。 

 

2-3-1-3 調査期間 

2024年 2月 6日（火）～2月 27日（火） 
 

2-3-1-4 調査結果の凡例と留意点 

棒グラフにおいて、構成比が 5％に満たないものについては、視認性を確保するため構成比を記載して
いない。 
クロス集計表において、ある属性のある回答を選択した割合が全体平均よりも有意に高い場合は青文

字に下線、低い場合は赤文字に下線としている。 6 
また、本項ではアンケート結果の中で特徴的な結果が見られたもののみを抜粋して考察を行っている。
全ての設問の結果については資料編を参照のこと。 
  

 
6 有意水準を 5％として、t検定を実施している。ここでの「有意に高い／低い」とは、ある 2つの集団を比較したとき
に、その差が偶然生じたものである可能性が 5％未満である、と言い換えることができる。本報告書では、有意差はない
が一定の回答傾向の差がみられるものについては「比較的高い／低い」と表現する。 
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2-3-2 調査結果の概観 
今回の調査では、対象者のほぼ半数が北海道への U ターン意向を持っていることが明らかになった。

一方で、Uターン意向はあるものの「現実的には難しい」と考えている層も非常に多い。その理由として
は、給与面での待遇や、娯楽や交通などの生活利便性などが挙がった。また、キャリアの選択肢を広げる
ために首都圏へ移住する者も多く、若年層の多様な働き方へのニーズや専門知識・技能を活かせる場所、
文化や価値観の違いを受容してくれる場所の存在が、若年層の人口流出抑制には効果的であると考えら
れる。 
また、性別による明確な差とはいえないものの、男性は給与や自己成長の機会などを重視して首都圏へ

移住する傾向がみられたのに対して、女性は地元の人間関係や閉塞感を煩わしく感じ、都会暮らしへの
憧れから首都圏へ移住する傾向がみられた。 
そして、北海道への U ターンを希望しない層においても、北海道の食べ物や自然などに対する愛着は

比較的高い。移住のみならず、関係人口の創出やふるさと納税等の地域支援など幅広い世代に向けた北
海道の魅力発信もまた地域の維持に有用であるといえる。 
以下では、設問ごとに結果の考察を行う。 
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2-3-3 調査結果 

2-3-3-1 回答者の属性 

回答者の性別は、男性 213名、女性 287名である。年齢層では、35-39歳が最も多い（図表 2-3-1）。 

【図表 2-3-1 回答者の属性】 
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2-3-3-2 転出理由について 

あなたが北海道から首都圏に転出した理由はなんですか。 

全体では「進学」が 30.80％で最も多く、「最初の就職」が 27.20％で続く（図表 2-3-2）。なお、「転職・
起業・創業」「転勤」も含めた仕事関係の理由を合計すると 56.00％となり、過半数を占める。 
男女別では、男性の方が「進学」の回答率が高い傾向がみられる。女性では「結婚」も一定割合を占め
る。世帯年収別では、年収の高い層ほど「転勤」の回答率が上昇する傾向がみられる。 

【図表 2-3-2 北海道から首都圏に転出した理由】 
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